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１．国の動向

1. 日本成長戦略本部（令和7年11月4日閣議決定）のなかの日本成長戦略会議で、官民連携で

の危機管理投資・成長投資の促進する17分野の１つ（⑤航空・宇宙）に選定

2. 地域未来戦略本部（令和7年11月11日閣議決定）は、日本成長戦略会議で挙げた戦略分野

（17分野）を中心に、地域ごとに産業クラスターを戦略的に形成することを目的として設置

出典：日本成長戦略会議（第２回）資料 出典：地域未来戦略本部（第１回）資料
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日本成長戦略「（航空宇宙分野）空飛ぶクルマ・官民投資ロードマップ（素案）」 2026.3.10公表
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「関西eVTOL社会実装推進会議」の取組について

令和７年度／３つの方針

⚫管内7府県を参加メンバーとした「関西eVTOL社会実装推進会議」にて、関西での商用運航ルートの実現に向けて関係事業
者や自治体とのさらなる検討を実施する。

⚫今後の社会実装に向けては官民の連携が求められることを踏まえ、重要なステークホルダーである基礎自治体の次世代空モビリ
ティに対する理解醸成の促進や、府県と連携したヒアリング等を通じて導入意向を有している地域や自治体の現状や課題の把握
に努める。

⚫関西での社会実装を目指した経済界や関係事業者、自治体との連携体制の構築等に向けた取組を推進する。

方針１：理解醸成の促進

●【基礎自治体対象】基礎編及び各府県セミナーの開催

「空飛ぶクルマ基礎情報」を発信するオンラインセミナーを６月以降毎月開
催し、関心をもつ基礎自治体の掘り起こし。裾野拡大。
各府県との共催による管内基礎自治体向けセミナーを府県毎にリアルで
開催し、局・府県・基礎自治体同士のつながり強化。

方針２：導入意向を有する自治体の現状・課題の把握

基礎自治体のニーズ・検討状況、事業をする上での障壁等の把握するため
に、基礎自治体へのヒアリングを実施。本省にも情報提供を行うことで、施
策へとつなげていく。また、ニーズがマッチする基礎自治体同士をつなげる役
割を担う。

●基礎自治体へのヒアリング

方針３：商用運航実現に向けた取組

●府県・経済界との連携した取組

商用運航ルート実現に向けた関係事業や自治体とのさらなる検討。
社会実装を目指した経済界や関係事業者、自治体との連携体制の構
築等に向けた取組推進。

（参考）令和６年度取組実績

• 「関西eVTOL社会実装推進会議」を3回開催
府県・局の取組の情報共有、事業者からの情報提供を受けた。
管内基礎自治体の空飛ぶクルマの連絡担当窓口をとりまとめ。

• 基礎自治体を対象としたセミナーを２回開催
延べ61名が参加。

• 基礎自治体を対象とした意向調査アンケートの実施
回答176市町村のうち、73市町村（約41％）が「（次世代空モビリ
ティビジネスに）興味あり」と回答。

• 関西における次世代空モビリティビジネスに関するポテンシャル調査を実施
関西は、多種多様な観光コンテンツを有しており、ビジネス展開に適した
地域であるとの結果。課題として自治体等との連携の重要性等があげら
れる。（最終ページに二次元バーコートを掲載しています）

方針１～３の成果（集めた情報など）をもって、商用運行ルートの実現を
目指す（例：基礎自治体と民間事業者のマッチング）
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関西における次世代空モビリティビジネスに関するポテンシャル調査

出典：「関西における次世代空モビリティビジネスに関するポテンシャル調査事業について」（近畿経済産業局）

空飛ぶクルマの観光での展開におけるポテンシャルに着目した調査として「令和6年度関西における次世代空モビリ
ティビジネスに関するポテンシャル調査事業」を実施し、報告書を作成。報告書では、近畿管内7府県を対象とした
離発着エリアと運航ルート案を設定するとともに、収益予測をもとに事業可能性を評価し、空飛ぶクルマの社会実
装に向けた課題や対応の方向性をまとめた。
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